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東北大学災害科学国際研究所（IRIDeS）の三木康宏講師、伊藤潔教授、同大学院医学系研

究科の八重樫伸生教授、宮城県対がん協会の田勢亨医師らの研究グループは、東日本大震災

前後の 2009 年から 2016 年における宮城県 45 地域（宮城県対がん協会がん検診センターによ

る集団検診（バス検診））での子宮頸がん検診受診率を解析しました。その結果、地震が発生した

2011 年に多くの地域で子宮頸がん検診受診率の著しい減少が見られました。さらに、津波の影

響を受けた沿岸地域では、2016 年の時点で子宮頚がん検診受診率は回復していない地域もあ

り、被災地域住民の健康管理の復興に地域格差があることが明らかとなりました。

本研究成果は、日本時間 2020 年 3 月 12 日朝 4 時（アメリカ東部時間 2020 年 3 月 11 日 14
時）の PLOS ONE 誌に掲載されました。 

東日本大震災後、子宮頸がん検診の受診率の回復に 

地域格差があることを明らかにしました
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【概要】 
 災害後、女性の健康に関連して、月経不順などの問題が報告されています。しかし、女性の健

康の管理、特にがん検診受診率の変化は調査されていません。本研究では、東日本大震災前後

の子宮頸がん検診受診率の変化に焦点を当て、2009 年から 2016 年まで、宮城県の 45 地域で

子宮頸がん検診受診率を調査しました。結果、地震後の津波の影響を受けた 4 地域では、地震

が発生した 2011 年に受診率の著しい減少が認められました（前年に比べて 3％以上の減少）。さ

らに、これら 4 地域のうち 3 地域の受診率は、2016 年の時点においても震災前より低い受診率で

した（図１）。 また、2011 年度から 2016 年度の各年度において（2014 年度を除く）、沿岸地域（9
地域）の受診率の回復は、非沿岸地域（36地域）の受診率の回復よりも有意に低いことが明らかと

なりました（図 2）。 医療機関を受診することが遅れる「Patient's delay（患者になることの遅れ）」

は被災地でのがん治療の問題の一つに挙げられています。 受診率の低下は、進行がんになっ

てからでの遅い発見につながると懸念されます。災害後の健康診断を含む包括的な医療システ

ムの確立は、女性の健康管理にとって重要な課題であり、対策が求められます。 
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図１. 沿岸４地域の子宮頸がん検診受診率の推移（2009 年～2016 年度） 
線グラフは子宮頸がん受診率（CCS-R）、棒グラフは人口（Population）をそれぞれ示してい

る。 



 

 
図２. 沿岸地域（9 地域）と非沿岸地域（36 地域）の子宮頸がん検診受診率の回復の比較（2009
年～2016 年度） 
両地域における 2010年度の受診率に対する当該年度の差の中央値を比較した。震災前で

ある 2010 年度と 2009 年度の差（2010-09）には両地域に有意な差は認めらなかったが、震

災後は各年度（2014年度を除く）において、沿岸地域で有意に低い値を示した。 

 


